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によれば、国民 1 人あたりの GDP は 1,264US ドル（2017 年）であり、世界ランキングでは
159 位、東アジア主要国の中では最下位となっている（表 1 参照）。
こうした状況下、2015 年にアウンサンスーチー氏率いる国民民主連盟（NLD）が悲願の政
権交代を果たし、翌 2016 年 3 月には約半世紀ぶりに民主政権が誕生した。すると、かねてよ
り親日派が多かった同国に対し、日本政府から民主政権誕生と前後して様々な支援策が講じら





























































































漁獲量 2,072 千トン、養殖生産量 1,018 千トン、合計 3,090 千トンであり、世界ランキングで





2016 年では全体の約 1/3 を占める。
さらに、魚種別の内訳では、淡水魚、エビ、カニ、サワラ、スズキなどが多い。なお、ミャンマー






千トン 構成比 千トン 構成比 千トン
1 中国 17,807 21.8% 63,722 78.2% 81,529
2 インドネシア 6,584 28.4% 16,616 71.6% 23,200
3 インド 5,082 47.1% 5,703 52.9% 10,785
4 ベトナム 2,786 43.4% 3,635 56.6% 6,420
5 米国 4,931 91.7% 444 8.3% 5,375
6 ロシア 4,773 96.5% 174 3.5% 4,947
7 日本 3,275 75.4% 1,068 24.6% 4,343
8 フィリピン 2,028 48.0% 2,201 52.0% 4,229
9 ペルー 3,811 97.4% 100 2.6% 3,912
10 バングラデシュ 1,675 43.2% 2,204 56.8% 3,878
11 ノルウェー 2,203 62.4% 1,326 37.6% 3,530
12 韓国 1,396 42.9% 1,859 57.1% 3,255
13 ミャンマー 2,072 67.1% 1,018 32.9% 3,090
14 チリ 1,829 63.5% 1,050 36.5% 2,879


























淡水魚 エビ サワラ スズキ ハタ類 淡水魚 エビ カニ
2000 1,093,200 196,060 23,000 ― ― ― 98,912 93,948 4,964 ― 12,846
2001 1,187,880 238,210 22,500 ― ― ― 121,266 115,793 5,473 ― 13,591
2002 1,284,340 254,880 22,000 ― ― ― 190,120 183,550 6,570 ― 15,607
2003 1,343,860 290,140 21,500 ― ― ― 252,010 232,789 19,221 ― 13,664
2004 1,586,600 454,260 21,000 ― ― ― 400,360 370,310 30,050 ― 14,176
2005 1,732,250 503,540 20,404 ― ― ― 485,220 435,580 49,640 ― 15,996
2006 1,823,450 631,120 28,300 ― ― ― 574,990 524,387 50,603 ― ―
2007 1,907,750 718,190 28,240 ― ― ― 604,660 554,857 49,803 ― ―
2008 1,907,010 739,140 27,688 7,283 72 135 675,064 618,690 51,184 4,584 16,098
2009 1,892,600 757,810 27,526 12,894 60 45 779,296 697,206 48,985 4,360 15,783
2010 1,961,150 785,550 27,874 14,126 80 145 852,791 772,637 48,986 1,500 15,865
2011 1,975,920 798,130 27,890 12,000 80 140 819,156 758,222 55,440 1,500 15,325
2012 1,962,230 830,730 27,040 11,600 80 140 888,369 824,237 57,048 1,933 14,886
2013 1,919,000 838,090 26,264 11,176 85 140 930,780 871,128 52,872 1,950 14,881
2014 1,970,550 852,530 27,000 11,200 95 150 964,256 903,506 40,800 2,000 15,226
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また、ラカイン州においては、造船技術が未熟な
面がある。2018 年 2 月実施の現地調査においては、
漁港には数トンクラスの小型漁船しか見当たらな
















2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年
1,961,150 1,975,920 1,962,230 1,919,000 1,970,550 1,953,510 2,072,390
うちラカイン州 233,836 268,743 261,393 267,016 274,400 276,403 272,101

















残念ながら日本よりも 30 ～ 40 年以上遅れていると言わざるを得ない。こうした地域では、冷
凍・冷蔵設備が圧倒的に不足しており、最悪のケースでは電力設備など初歩的な社会インフラ
すら整備されていない地区もある。 
筆者らが 2018 年 2 月に現地調査したラカイン州西海岸の主要漁港である GWA 港周辺施設
においても、現地のコールドチェーンの水準は以下の様なレベルであった。




















写真 3　魚の天日干し 写真 4　魚の一次加工作業
写真 5　GWA ～ヤンゴン間の道路状況
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コ、川魚などの水産物が 1,000 ～ 2,000 チャット
/100kg（参考：2018 年 2 月 JICA レート：1 チャッ
ト = 0.0824 円）で販売されている（写真 6 ～ 7）。


































nitu、Nga sitsali （Stolephorus spp.）） の干物であった。現在は、この他にニシン類 （Nga 
konenyo （Sardinella spp.） 、Nga thalauk （Tenualosa toli ）） 、サワラ類 （Nga kuinsha、
Nga nyo （Scomberomorus commerson））などが、塩乾魚、塩漬けとして生産されている。
Nga thalauk、Nga kuinsha については、氷詰めで出荷される事も多い。
（3）海外出荷として重要なのは、主に中国向けに出荷されるハタ科魚類であった。これら磯魚 
（Kyau Nga）は、1992 年に製氷工場が造られるとともに、アイスボックスに氷詰めした












（2）カタクチイワシ巻き網漁は、乾期となる 10 月から雨期直前の 5 月の間に、夜間に行われ
る漁である。大概の船は夕方 5 時～ 6 時頃に出漁し、早朝帰ってくる。漁は 2 艘で 1 統と
なって行われるが、1 艘は漁り火を照らし、もう１艘がそこに集まってくる魚を囲み、水




























500㍑程度のコンテナ 1 箱で 15,000 チャットと、公務員給与（月額 10 ～ 20 万チャット）
と比較すると、なかなか高額である。なお、ヤンゴンでは 1kg あたり平均 10,000 チャッ
ト程度価格を上乗せして別の仲買業者に販売される。
（3）取り扱っているイセエビ類は三種類あり、“セイン”（ミャンマー語で緑色）と呼ばれ
るやや小型なもの、中型のゴシキエビ Panulirus versicolor、大型ニシキエビ Panulirus 
ornatus である。値段は大型のエビほど高くなり、セインは 1 kg 辺り 25,000 チャット（約
2,500 円）、ゴシキエビは 30,000 チャット（約 3,000 円）、大型のニシキエビに至っては
50,000 チャット（約 5,000 円）もの高値で取引されている。
（4）また、この仲買業者は主にイセエビ類の活魚輸送をしているが、ハタ類の活魚輸送も取り
扱っており、種類によって異なるが平均して 1 kg 辺り 20,000 ～ 30,000 チャット（2,000 円
～ 3,000 円）で販売している。これらのイセエビ類を中継地点であるグエサウンで販売す

















（1） ミャンマーでは水力による発電が主流である。 2016 年の発電量は 16 ギガワット時で、う
ち 4 ～ 5 割程度がヤンゴンで消費されている。2014 年 4 月、ミャンマー政府は電気料金
を平均 40％値上げしたが、依然として近隣諸国より低い水準である。
（2） ミャンマー政府は 2030 年までに国内の 100％電化率を目指している。電化率は 2006 年は
16％であったが、11 年 26％、15 年 34％と向上している。主要都市では、ヤンゴン市内の
電化率は 78％と最も高く、カヤー 46％、マンダレー 40％、ネピドー 39％と続く。地方の
電化率は 20％に満たない。
2. 4　先行研究の課題





Penaeus monodon Penaeus spp. Penaeus spp.
価格1kg 24,000チャット 24,000チャット 24,000チャット




























































よる検証を試みた。対象先は、以下の 6 先である（表 7 参照）。なお、重要なヒアリングテー
マは、「ミャンマーにおいて、どうすれば良質な水産物のコールドチェーンを構築・維持でき
るか」という点である。
4. 1. 1　A 社（鳥取県、水産加工業）
鳥取県内で水揚げされるスワイガニ等のボイル加工および関連加工食品を製造するメー
カーである。従業員 20 名の中小企業であるが、2012 年 3 月には自社開発ヒット商品「かにお
こわ」が「優良ふるさと食品中央コンクール新製品開発部門」の農林水産大臣賞を受賞するな
ど、優れた業績を誇る（写真 8 ～ 9）。
また、魚のウロコやイカの軟骨から海洋性コラーゲンを抽出する技術等の固有の水産加工
技術を有し、付加価値の高い海洋性健康食品原料の技術開発を行っている。
当社では、7 ～ 8 年前からミャンマーから技術研修生の受け入れ事業を実施中であり、現在
も数名が当社の工場内で勤務している。当社社長の悩みは、せっかく当社で水産加工技術を磨
いたミャンマー人研修生が、母国へ帰っても身につけた技能を十分に活かせるだけのビジネス
              
 
No. 考備日施実査調種業地在所先象対
1 A社 業工加産水県取鳥 2017.5.13 左記以降、複数回訪問
2 (公社)氷温協会 鳥取県米子市 技術研究機関 2018.6.18
3 現地進出B社 ヤンゴン市郊外 物流業 2018.2.6 本社・広島県
4 現地進出C社 ヤンゴン市ティラワ経済特区 交通・運輸業 2018.2.7 本社・岡山県
ラカイン州GWA郡区政府 ラカイン州GWA郡区 行政機関
合組業漁上同合組業漁区郡同















































優位性があるのか、山根（2015）は冷蔵、冷凍、氷温の 3 つの保存方法を比較し、表 8 のと
おりまとめている。
氷温関連技術は、これまでに計 689 件の関連知財が出願されており［注 3］、最近では 2016
年に大手コンビニチェーンのセブンイレブンがギフトカタログに氷温食品を採用するなど、全
国の多くの企業等で使用されるようになっている。当協会も数十件の特許を取得済みであり（表
9 参照、注 4）、現在の会員数は全国 248 の企業・団体、氷温食品として認定されている食品











































































A 社にも 1 台設置済み（400kg タイプ） であり、現在も使用









ラグ、12V リチウム電池、家庭用 100V 等から電源供給が可能である［26］。
筆者らは、この「氷温ジェルアイス」および「氷温クールカーゴ」のミャンマーでの活用
可能性を検証するため、2018 年 6 月、当協会の会員企業である A 社社長同行のもと、㈱氷温
研究所の F 統括部長および F 研究開発部長（博士（農学））に対し、ヒアリングを行った。そ
の主な内容は以下のとおりである。
（1）ラカイン州 GWA 港で水揚げされた魚介類を、鮮度を保ったままトラックで大都市ヤンゴ
ンへ輸送するには、以下の 3 通りの方法が考えられる（図 6 参照）。
＜方法①＞氷詰めしたポリ容器で運搬する（従来方法、写真 12）。
＜方法②＞氷温ジェルアイス製造機器（写真 13）を GWA へ輸送（海運＋陸運）・設置し、
氷の代わりにジェルアイスを用いて輸送する。



















4. 1. 3　現地進出 B 社（本社・広島県、物流業）
B 社は、広島県に本社を置き、倉庫業・貨
物運送業を運営する物流企業である。従業員









（2）M 社長が初めてミャンマーを訪問したのは 2013 年 5 月。同年 11 月に 2 度目の訪問で中
北部の大都市マンダレーを視察し、2015 年 2 月にミャンマー支店開設、同年 12 月に現地
法人を設立した（写真 15）。さらに、2016 年 1 月には 5 名のミャンマー人をデジタルピッ
キング業務習得のため、技能実習生として 1 年間受け入れた。
写真 15　B 社ミャンマー現地法人








GWA 漁港にて。氷は、1 ㍑当たり  (注)価格は約 500 万円(設置費込み)。(注)価格は、20～30 万円。 
30kyat≒3 円。           (資料)(公社)氷温協会の HP［27］。  (資料)機器メーカーのパンフ。 
図 6、写真 12 ～ 14　氷温技術を使った３つの輸送方法
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（5）ミャンマーでは、2016 年 12 月の法律改正
により、一般道において 5 トン以上のト







で、マンダレー⇔ヤンゴン間を 9 ～ 10 時間で走行可能である。一般道では 20 時間かかる
ので、大幅な時間短縮、定時性確保、荷痛み軽減、運転手の疲労防止など、大きな物流メ
リットがある。







OFF の通常輸送とすることも考えられる。なぜなら、保冷輸送は通常の 1.8 倍のコスト
がかかるからである。ドライアイスは、約 4,000Ks（≒ 400 円）/kg で購入可能である。
（9）なお、当社は現在 33 トン大型トレーラー車× 12 台をはじめ、13 トン大型トラックから 3
























業、100 年以上の歴史を持ち、グループ 52 社、従業
員数約 9,400 名、グループ総売上高 1,443 億円（2017
年度実績）を誇る大企業である。
当社は、2018 年 6 月、ヤンゴン市南部のティラワ
経済特区内の約 5 万㎡の敷地に同国内最大級の大型物
流倉庫を建設した（図 8、表 9 参照）。総投資額は約 30 億円で、2016 年 5 月に現地法人を設立、
翌年 2 月から工事着工していた。報道資料によれば、営業開始時の従業員数は約 100 人を予定、
事業開始 3 年後の 2021 年に売上高 3 億円を目指す［28］とのことである。  
筆者らは、2018 年 2 月に建設途中の工事現場を訪れ、C 社現地法人 General Manager の M
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（2）ミャンマーには、大手物流企業 7 社が当社よりも先に進出しており、当社としては国内最
大級の大型倉庫を建設し、差別化を図る狙いがあった。

















4. 1. 5　ラカイン州 GWA 郡区政府、同郡区漁業連合














写真 16　ラカイン州 GWA 郡区でのヒアリング
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4. 1. 6　JICA ヤンゴン事務所































くに、氷温クールカーゴ輸送）の製品性能を検証するため、2018 年 11 月に氷温クールカーゴ 
（写真 11 参照）の機器メーカーである E 社（本社・大阪市）において、製品性能実験データ
を確認した（図 9、写真 18 参照）。これによれば、ワンボックスカー輸送において、外気温
写真 17　JICA ヤンゴン事務所にて
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「好適環境水」とは、魚の生育に必要な最適配分量の Ca、K、Na の塩化物の 3 種類を水道
水や淡水などに加えた水であり、人工海水を使わずに低コストで養殖できることから、内陸地、























































































































































































































































本研究は、平成 29 年度科学研究費助成事業（基盤研究（C）、研究課題「中小企業の PBL
実例およびデルファイ手法にもとづくビジネスケースメソッド教材開発」課題番号 :17K04894）
による助成を受けた研究の一部である。
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